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5研究所間の研究交流に基づく共同研究体制を

意味する。ﾈｯﾄﾜｰｸ型共同研究拠点の活動舞台

と言える体制。ﾈｯﾄﾜｰｸ型拠点機能強化に必須。

本ヒアリングでの

アライアンスの定義

*共同研究拠点専門委員会委員長

（拠点本部長）

（拠点副本部長）
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ネットワークを構築することの意義
2

ネットワーク型拠点の体制は共同利用・共同研究拠点制度の理念に馴染む

ネットワーク＝複数の拠点（研究所・センター）間の本格的連携

❶研究分野の多様化および融合研究の促進

❷大学の研究ポテンシャルの活用機会の拡大

❸共同利用・共同研究の機会の拡大

●個々の大学の枠を越えて，大型の研究設備や大量の資料・データ等を全国の研究者が

共同利用し，共同研究を行う「共同利用・共同研究」のシステムは，我が国の学術研究の発展にこれまで大きく貢献。(全国共同利用型の附置研究所や大学共同利用機関等に限定)●我が国全体の学術研究の更なる発展を図るために，国公私立大学を問わず大学の研究ポテ

ンシャルを活用して，研究者が共同で研究を行う体制を整備するシステムとして，文部科学

大臣による【共同利用・共同研究拠点】の認定制度を創設。（範囲の大幅拡大）

共同利用・共同研究拠点制度の創立の趣旨

我が国全体の学術研究の更なる発展に大きく寄与できる
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地域の偏りなく、47都道府

県のうち45から共同研究が

実施された｡

ネットワークを介することによ

り共同研究の輪が拡がる｡

日本を縦断的にカバーでき

るネットワーク型拠点の特徴

を反映｡

研究代表者の所属機関の都道府県分布

① 異分野融合の取組～１～ 第1ステップは多様性の確保（多数の共同研究）

Ｈ30年度実績：507件
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東北大・多元研

九大先導研

物質機能化学

阪大産研

ナノサイエンス・

デバイス

北大電子研

ナノシステム科学

東北大多元研

物質創製開発

従来の単独型共同研究拠点
ネットワーク型共同研究拠点

複数の拠点に

アクセス可能

単独拠点

一方向

全国からの公募

東北大・多元研

それぞれの【強み】を有する5拠点（研究所）が

ﾈｯﾄﾜｰｸ形成することで異分野融合が促進される

多元研を例にすると…

共同研究・施設利用

熊本

岡山

山梨

新潟

青森
青森

新潟

山梨

岡山

熊本

東工大化生研

物質組織化学

① 異分野融合の取組～２～ 第２ステップは複数研究所へのアクセス機能付与4

強み

ﾊﾞｲｵｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ

数理科学

ﾅﾉｻｲｴﾝｽ

強み

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ材料

先端計測

ﾅﾉ構造・物性

強み

ｿﾌﾄ材料

生命医用化学

配位ﾅﾉ分子

強み

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ﾃﾞﾊﾞｲｽ創製

ﾅﾉｻｲｴﾝｽ

強み

ｿﾌﾄﾏﾃﾘｱﾙ

ﾊﾞｲｵﾏﾃﾘｱﾙ

精密構造解析
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2019年度 展開共同研究A・展開共同研究Bによるネットワーク形成図
① 異分野融合の取組～３～ 第３ステップはｱﾗｲｱﾝｽ・ﾈｯﾄﾜｰｸ機能の重点発動5

① 産 研⇔電子研

② 産 研⇔多元研

③ 産 研⇔化生研

④ 産 研⇔先導研

⑤ 電子研⇔多元研

⑥ 電子研⇔化生研

⑦ 電子研⇔先導研

⑧ 多元研⇔化生研

⑨ 多元研⇔先導研

⑩ 化生研⇔先導研

2研間アライアンス
拠

点

共

同

研

究

者

（

5

研

外

）

展開共同研究A・Bﾈｯﾄﾜｰｸ形成促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

海外（タイ）
海外（香港）

海外（韓国）

海外（台湾）

東海大・岡村准教授～電子研～化生研 【ナノ薄膜ラッピ

ング技術の確立と超解像生体深部イメージングへの応用】

韓国・Woo Seok Choi～電子研～先導研

【SrRuO
3

/SrTiO
3

超格子の電子・熱輸送特性】

増加
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① 異分野融合の取組 ～４～ 研究成果（論文・新学術）6

過去6年間の間に発足した

新学術領域研究（領域代表）

❶シンギュラリティ生物学（H30発足）

領域代表：産研永井教授

電子研小松崎教授 総括班・計画班長

❷発動分子化学（H30発足）

領域代表：東工大金原教授

（拠点共同研究者，元多元研教授）

化生研宍戸教授 総括班・計画班長

❸π造形科学（H26発足）

領域代表：化生研福島教授

多元研芥川教授 総括班・計画班長

ネットワーク型拠点発足のH22から累積

12件の新学術領域研究に，領域代表者・

計画班長・総括班として参画（5研所属）

多数の拠点共同研究者が参画

1 アライアンス（p.12）による拠点（部分）支援 （拠点機能

強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（展開・COREﾗﾎﾞ・次世代若手共同研究）の創設）

2 共同研究成果：論文数，高ｲﾝﾊﾟｸﾄ・ﾌｧｸﾀｰ journal

人文系を除く201領域のうち

55領域（27％）に関与

3 新学術領域研究への寄与

支援

Nature Phys. (IF 22.7), Adv. Mater. (IF 22.0), Accounts Chem. Res. (IF 21.0), J. Am.Chem. Soc. (IF 14.4), Neuron (IF 14.4), Molecular Cell (IF 14.2), Chem (IF 14.1), Adv.Sci. (IF 12.4), Nature Comm. (IF 12.4) など
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② 学生を含む研究者交流の活性化～１～ 取組内容（様々な企画による交流）7
1 各種行事の公開：拠点・アライアンス主催・共催行事

（HP上で随時案内 年間65回（H30年度実績））

3 アライアンス３つの分科会の定例開催と拠点共同

研究者（学生を含む）の招聘(各Gr.１回/年開催）

4 若手研究者交流会の定例開催と拠点共同研究者

（学生を含む）の招聘（１回/年 H30年度48名参加）

2 拠点・アライアンス活動成果報告会の定例開催

（１回/年 H30年度 述べ約300名参加）

5 博士課程学生グローバル化養成プログラム

（H29年度から通算17回、学生述べ47名参加）

2

3

4

拠点・アライアンス活動報告会

アライアンス分科会

若手研究者交流会

博士課程学生グローバル化養成プログラム

5
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COREラボ

(Collaboration Research)

若手研究者が代表となり，

5研究所内に設置される

中長期滞在型ラボ（研究

室）。

若手研究者のための研

究環境を提供し，時間・装

置・人・場所の共有を通じ

た研究者交流の活性化と

異分野融合を加速。

2

1

次世代若手共同研究

次世代を担う優秀な大学院生が研究代表者

となり、 受入教員との連携のもとで共同研究を

遂行。学生間の交流の活性化にも寄与。

採択者には【拠点卓越学生研究員】の称号を

付与し、成果が著しい学生にはインタビューを行

い、ホームページで紹介している。

② 学生を含む研究者交流の活性化～２～ COREラボ・次世代若手共同研究8
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③ スケールメリットを生かした柔軟な資源配分 持てる装置や人材・知見をシェア9
スケールメリット：装置・人・場所のシェアリング（＝資源配分）が可能になること

1 装置：●豊富なラインアップ（装置数200以上） ●研究所間で装置の融通可能

2 人 ：●教員 486人，技術職員 196人，事務職員 198人 （人数はH30．3．31現在）

●員数比例で卓越リーダーの数が必然的に多くなる（異分野融合・新領域開拓）

●研究者DB，ﾘｻｰﾁ･ﾊｲﾗｲﾄ ： 人材・知見を公開

3 場所 ：●実験室，機械・ｶﾞﾗｽ工場，広報情報ｲﾝﾌﾗ，会議室，ｾﾐﾅｰ室，図書館等の共用

持てる装置や人材・知見のシェアが可能

9



④ 施設・設備の効率的な整備・運用 ネットワークならではの支援10
1

3

●HP上に利用可能な装置を各研究所毎に公開

●汎用から特殊装置まで広範囲にカバー

●近郊拠点で支援不可でも他拠点で支援可

●2018大阪地震・西日本豪雨でも機能

拠点・アライアンス技術職員のネットワーク構築

技術職員の

全国ネットワークの構築

(常勤・非常勤合わせて

総勢約170名)

分析・共通機器・工場の

有効利用

先端研究の高度技術

支援体制

2
ネットワーク型

共同研究拠点の

研究支援機能の向上

拠点・アライアンス技術

支援シンポジウム

（５研究所持ち回り）

交流

HP上で利用可能な装置の紹介 緊急事態への対応：融通

10



⑤ 共同利用に際しての手続きの一元化等 一元化→簡素化，一元管理11

【公募申請システム】の導入により

《公募》⇒《申込》⇒《採択》⇒《手続き》⇒《報告書》

まで シームレスに行うことができる

手続きは〔拠点本部（多元研）〕に一元化し，5研究所での

共同利用をスムーズに遂行する

各種研究成果を一元管理し，データベース化して公開

【ワンストップ窓口】の導入により

《５研共通NDA》⇒《企業からの相談》

⇒《共同研究者紹介》⇒《Web会議のサポート》

まで シームレスにい、企業からネットワークへのア

クセスに対する障壁を低減する

1 2公募手続きの一元化・成果の一元管理 産学連携手続きの一元管理

HPﾄｯﾌﾟに

ﾊﾞﾅｰを

配置

11



⑥ 個々の研究機関では実現できない研究基盤の構築 アライアンス12
ネットワーク型共同研究拠点の機能強化に不可欠な 【5研究所アライアンス】

累積（H28～H30)>300件

課題解決型分野横断

共同研究（5研究所間）

個々の研究機関だけでは実現しずらい

異分野融合・新分野創成のための組織（しくみ）として拠点・アライアンスが機能

研究力強化 世界に伍する人材輩出 産学連携イノベーション創出 大型外部資金獲得● ● ● ●
効果

物質・デバイス・プロセス・システムG1 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽG2 環境ｴﾈﾙｷﾞｰG3 生命機能
5研究所152研究室間の

アライアンス融合共同研究

支援

12



ネットワーク型共同研究拠点形成を促進させるために必要なこと（提案）13
現状では，ネットワーク（以下NW）を組むのではなく，単独でい

る方が予算的に有利であり，また員数が少ないほど有利です。これ

がNW化の促進を妨げる要因と考えられます（右図）。また員数50
人と51人の拠点とでは，教員一人当たりの共同研究費（教員単
価）に2倍以上の差が生じ，その落差が問題となっています。

単独拠点の教員単価（コーディネーター経費を含まない）の平均値

（約30万円）を下回らない予算が措置されれば，NW型拠点形成は

自ずと促進されるでしょう。

現状における問題点（第3期に向けて）

1 NW化促進再整備案❶：教員単価の保証

2 NW化促進再整備案❷： NWならではの研究プログラムへの増資支援

NW型拠点の最大の特徴は『複数研究所に跨る共同研究（NW研究）の構築』にあります。NW化形成に共同研究費が嵩むのは必然ですので，NW促進共同研究に増資支援があれば，NW化は促進されると考えられます。３つの単独拠点A （員数51人） B（同26人）C（同63人）がNW化した場合（同140人）を例に説明します（下図）。現行の の制度を適用すれば，予算は45%と大幅に削減し，NWの特徴を発揮しずらくなります。もし， の制度を再整備（ ）するか，あるいはNW促進研究予算（仮称）を新設し（下図），減額幅を抑えれば（例えば25%減）, に記載したようにNW化は促進されるようになると予想されます。
A31,227 B18,927 C31,227
NW44,753

単独

NW 45％減額

合計：81,381

合計：44,753 促進

A31,227 B18,927 C31,227
NW44,753 16,298

25％減額

合計：61,051

合計：81,381

数字は予算金額（千円）

NW促進
現行 NW促進研究予算導入

3 NW化促進再整備案❸： NW型拠点を国際共共と同じように新たな範疇に分離

1

既存制度に捉われずNW化を促進する自由な制度設計が可能となります。
13


